
二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１
項第２号関係）

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１
項第２号関係）

（単位：トン） （単位：トン）

都道府県 都道府県別漁獲可能量 都道府県 都道府県別漁獲可能量

（略） （略） （略） （略）

法第15条第１項第２号の都道府県別漁
獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道
府県ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げ
る数量とする。

法第15条第１項第２号の都道府県別漁
獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道
府県ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げ
る数量とする。

宮崎県 24300


宮崎県 22300


三 （略） 三 （略）
第四～第八 （略） 第四～第八 （略）

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 （ 以 下 「 傍 線 部 分 」 と い う 。 ） で こ れ に 対

応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 部 分 が あ る も の は 、 こ れ を 当 該 傍 線 部 分 の よ う に 改 め る 。

改 正 後 改 正 前

すけとうだら太平洋系群、すけとうだら日
本海北部系群、すけとうだらオホーツク海南
部、すけとうだら根室海峡、するめいか、か
たくちいわし瀬戸内海系群、ぶり及びみなみ
まぐろに関する令和８管理年度（すけとうだ
ら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、
すけとうだらオホーツク海南部、すけとうだ
ら根室海峡、かたくちいわし瀬戸内海系群及
びみなみまぐろにあっては令和８年４月１日
から翌年３月31日まで、するめいかにあって
はするめいか小型するめいか釣り漁業（４月
から同年11月まで）については令和８年４月
１日から同年11月30日まで、するめいか小型
するめいか釣り漁業（12月から翌年３月まで）
については令和８年12月１日から翌年３月31
日まで、ぶりに係る大臣管理区分にあっては
令和８年７月１日から翌年６月30日まで、ぶ
りに係る都道府県における管理にあっては、
青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、

すけとうだら太平洋系群、すけとうだら日
本海北部系群、すけとうだらオホーツク海南
部、すけとうだら根室海峡、するめいか、か
たくちいわし瀬戸内海系群、ぶり及びみなみ
まぐろに関する令和８管理年度（すけとうだ
ら太平洋系群、すけとうだら日本海北部系群、
すけとうだらオホーツク海南部、すけとうだ
ら根室海峡、かたくちいわし瀬戸内海系群及
びみなみまぐろにあっては令和８年４月１日
から翌年３月31日まで、するめいかにあって
はするめいか小型するめいか釣り漁業（４月
から同年11月まで）については令和８年４月
１日から同年11月30日まで、するめいか小型
するめいか釣り漁業（12月から翌年３月まで）
については令和８年12月１日から翌年３月31
日まで、ぶりに係る大臣管理区分にあっては
令和８年７月１日から翌年６月30日まで、ぶ
りに係る都道府県における管理にあっては、
青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、

第一 （略） 第一 （略）
第二 すけとうだら日本海北部系群 第二 すけとうだら日本海北部系群
一 （略） 一 （略）

福島県、茨城県、千葉県、東京都、大阪府、
香川県及び大分県については令和８年４月１
日から翌年３月31日まで、北海道、神奈川県、
新潟県、富山県、石川県、福井県、静岡県、
愛知県、三重県、京都府、兵庫県、和歌山県、
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、
徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、
長崎県、熊本県、宮崎県及び鹿児島県につい
ては令和８年７月１日から翌年６月30日まで
の期間をいう。）における漁業法（以下「法」
という。）第15条第１項各号に掲げる数量は、
次のとおりとする。

福島県、茨城県、千葉県、東京都、大阪府、
香川県及び大分県については令和８年４月１
日から翌年３月31日まで、北海道、神奈川県、
新潟県、富山県、石川県、福井県、静岡県、
愛知県、三重県、京都府、兵庫県、和歌山県、
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、
徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、
長崎県、熊本県、宮崎県及び鹿児島県につい
ては令和８年７月１日から翌年６月30日まで
の期間をいう。）における漁業法（以下「法」
という。）第15条第１項各号に掲げる数量は、
次のとおりとする。

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１
項第２号関係）

二 都道府県別漁獲可能量（法第15条第１
項第２号関係）

法第15条第１項第２号の都道府県別漁
獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道
府県ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げ
る数量とする。

（単位：トン）

法第15条第１項第２号の都道府県別漁
獲可能量は、次の表の左欄に掲げる都道
府県ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げ
る数量とする。

（単位：トン）

都道府県 都道府県別漁獲可能量 都道府県 都道府県別漁獲可能量

北海道 3967


北海道 8867


（略） （略） （略） （略）

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項
第３号関係）

三 大臣管理漁獲可能量（法第15条第１項
第３号関係）

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲
可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管
理区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲
げる数量とする。

（単位：トン）

法第15条第１項第３号の大臣管理漁獲
可能量は、次の表の左欄に掲げる大臣管
理区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲
げる数量とする。

（単位：トン）

大臣管理区分 大臣管理漁獲可能量 大臣管理区分 大臣管理漁獲可能量

すけとうだら
日本海北部系
群沖合底びき
網漁業

22913


すけとうだら
日本海北部系
群沖合底びき
網漁業

18013


（略） （略） （略） （略）

第三～第八 （略） 第三～第八 （略）
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〇 農 林 水 産 省 告 示 第 千 三 百 八 十 五 号

漁 業 法 （ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 二 百 六 十 七 号 ） 第 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 令 和 八 年 農 林 水 産 省

告 示 第 三 百 五 十 八 号 （ 特 定 水 産 資 源 （ す け と う だ ら 太 平 洋 系 群 、 す け と う だ ら 日 本 海 北 部 系 群 、 す け

と う だ ら オ ホ ー ツ ク 海 南 部 、 す け と う だ ら 根 室 海 峡 、 す る め い か 、 か た く ち い わ し 瀬 戸 内 海 系 群 、 ぶ

り 及 び み な み ま ぐ ろ ） に 関 す る 令 和 八 管 理 年 度 に お け る 漁 業 法 第 十 五 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 数 量 を 公

表 す る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 変 更 し た の で 、 同 条 第 六 項 に お い て 準 用 す る 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ

き 、 次 の と お り 公 表 す る 。

令 和 八 年 九 月 八 日 農 林 水 産 大 臣 鈴 木 憲 和


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